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平成２２年１２月１０日 

各      位 

会社名   株式会社セイクレスト 

代表者名  代表取締役 青木 勝稔 

   （ＪＡＳＤＡＱ・コード番号８９００） 

問合せ先   専務取締役経営管理本部長 井上 晃章 

                                  電話      ０６―６２６４―７０７７ 

  

大阪証券取引所への｢改善状況報告書｣の提出について 

 

当社は、平成 21 年 10 月２日付「主要株主の異動に関するお知らせ」において主要株主の異動

に関する情報開示が遅延した件において、当社の内部管理体制及び適時開示を適切に行うための

体制等について改善の必要性が高いと認められたことから、旧株式会社ジャスダック証券取引所

の上場有価証券の発行会社による会社情報の適時開示等に関する規則第 23 条第 1 項の規定に基

づき、平成 21 年 10 月 30 日付をもって改善報告書の提出を行いました。また、当社は、平成 22

年５月 18 日付で、廃止前の JASDAQ 等における有価証券上場規程の特例第 15 条の８第１項の規

定に基づき、当該改善報告書に記載された改善措置の実施状況及び運用状況を記載した報告書

（以下、「改善状況報告書」という。）の提出を行っております。 

その後、当社は、再度、開示違反を犯したことから、株式会社大阪証券取引所に対し、平成

22 年６月 23 日付及び平成 22 年９月８日付で、当該適時開示規則違反に関する経緯及び今後の

再発防止策について記載した措置としての「経緯書」の提出を行う等、当社の適時開示体制に一

部不十分な点が認められました。 

株式会社大阪証券取引所は、平成 22 年５月 18 日の改善状況報告書の提出から６カ月が経過し

たことから、当社の前述のような状況に鑑みて、再度、当社の改善措置の実施状況及び運用状況

について確認を行う必要があると考え、JASDAQ における有価証券上場規程第 37 条第２項の規定

に基づき、当社に対して改善状況報告書の提出を求められました。 

当社は、各改善措置の実施状況及び運用状況を記載した「改善状況報告書」を、本日、別紙の

とおり株式会社大阪証券取引所に提出いたしましたので、お知らせいたします。 

以   上 
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改 善 状 況 報 告 書 

 

平成２２年１２月１０日 

 

株式会社大阪証券取引所  

代表取締役社長 米田 道生 殿 

 

株式会社セイクレスト 

代表取締役 青木 勝稔 

 

当社は、平成 21 年 10 月２日付「主要株主の異動に関するお知らせ」において主要株主の異動

に関する情報開示が遅延した件において、当社の内部管理体制及び適時開示を適切に行うための

体制等について改善の必要性が高いと認められたことから、旧株式会社ジャスダック証券取引所

の上場有価証券の発行会社による会社情報の適時開示等に関する規則第 23 条第 1 項の規定に基

づき、平成 21 年 10 月 30 日付をもって改善報告書の提出を行いました。また、当社は、平成 22

年５月 18 日付で、廃止前の JASDAQ 等における有価証券上場規程の特例第 15 条の８第１項の規

定に基づき、当該改善報告書に記載された改善措置の実施状況及び運用状況を記載した報告書

（以下、「改善状況報告書」という。）の提出を行っております。 

その後、当社は、再度、開示違反を犯したことから、株式会社大阪証券取引所に対し、平成

22 年６月 23 日付及び平成 22 年９月８日付で、当該適時開示規則違反に関する経緯及び今後の

再発防止策について記載した措置としての「経緯書」の提出を行う等、当社の適時開示体制に一

部不十分な点が認められました。 

株式会社大阪証券取引所は、平成 22 年５月 18 日の改善状況報告書の提出から６カ月が経過し

たことから、当社の前述のような状況に鑑みて、再度、当社の改善措置の実施状況及び運用状況

について確認を行う必要があると考え、JASDAQ における有価証券上場規程第 37 条第２項の規定

に基づき、当社に対して改善状況報告書の提出を求められました。 

各改善措置の実施状況及び運用状況に関する報告を行うため、以下に、改善状況報告書を提出

いたします。 
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Ⅰ主要株主である筆頭株主の異動に係る適時開示を行わなかった経緯 

（平成 22 年４月 30 日付「第三者割当株式の売却及び主要株主の異動に関するお知らせ」に係る

経緯書） 

 

１． 経緯 

平成 22 年５月 27 日付で、株式会社ドリームインキュベータより関東財務局長への大量保有報

告書（変更報告書）の提出があり、当社は平成 22 年５月 28 日付で当社の主要株主である筆頭株

主の異動を認識し適時開示を行いました。 

株式会社ドリームインキュベータは、従前の筆頭株主であった合同会社カナヤマが市場で株式

を売却し、保有比率が低下したことにより、平成 22 年４月 30 日付で当社の筆頭株主となってお

りますが、当社は平成 22 年４月 30 日付で当社の主要株主である筆頭株主の異動に係る適時開示

を行いませんでした。 

 

２．原因 

原因といたしましては、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が、規則上適時開示事項であ

ることを認識していたものの、平成 22 年４月 30 日付公表「第三者割当株式の売却及び主要株

主の異動に関するお知らせ」に係る社内手続き及び貴取引所とのやりとり等により熟考する余地

がなかったため、筆頭株主の異動を確認できなかったこと、また、比較的頻繁に発生する適時開

示事項であり、慣れによる注意力不足から慎重な確認を怠ってしまったことから発生いたしまし

た。 

当社においては、発生事実を確認するにあたって、通常時であれば、開示事項に係る可能性の

ある事実を認識した時点で、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が収集した資料をもとに社

内開示検討委員会（以下、「委員会」という。）で開示の要否判断を行います。通常時であれば、

今回の様に、万が一適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）において、適時開示事項の確認漏れ

が発生した場合においても、委員会での開示要否判断の過程で確認漏れをカバーすることが可能

な体制となっております。しかし、本件につきましては、事前に開示に係る必要情報を適時開示

担当部門（広報・ＩＲチーム）が直接入手する内容であることに加えて、発生事実のうち、比較

的頻繁に発生する開示事項であり、開示資料作成に慣れている内容であるため、慣れによる注意

力不足から慎重な確認を怠ってしまったことから、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が、

委員会召集前にあらかじめ確認作業、開示の要否判断及び開示資料の作成を行いました。 

その後、委員会においては、当該開示資料のみをもって開示の要否判断を行ったことから、本

来のダブルチェック体制が機能せず、主要株主の異動に係る開示の要否判断及び当該開示資料に

記載の内容確認は行えたものの、当該開示資料中に含まれていない筆頭株主の異動に係る情報に

関する開示の要否判断については行われませんでした。 

当社といたしましては、本件も通常のフローに従って、委員会において、「適時開示事項一覧」、

「大株主異動シート」等を活用し、開示の要否判断を行っていれば主要株主の異動だけでなく筆
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頭株主の異動に関する情報についても把握できていたと認識いたしました。 

 
（参考）社内開示検討委員会における開示の要否判断について 

委員会における通常時の開示の要否判断につきましては、委員会を招集する際に、適時開示担

当部門（広報・ＩＲチーム）１名（主担当者）が適時開示事項に係る可能性のある事実を認識し

た時点で、委員会を招集・開催いたします。その後、委員会において、適時開示担当部門（広報・

ＩＲチーム）１名（主担当者）が収集した資料（「適時開示事項一覧」、「大株主異動シート」等）

をもとに、委員会のメンバー５名それぞれが、資料の内容をもとに適時開示事項に該当するか否

かの確認及び当該発生事実に係るその他の必要手続（財務局提出資料等）の確認等を行い、開示

が必要であると判断した後、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）１名（主担当者）が開示資

料の作成を行うこととなっております。 

 

３． 改善策 

以上の状況をふまえ、改善策といたしましては、委員会において、適時開示担当部門（広報・

ＩＲチーム）が収集した資料等をもとに委員会で開示の要否判断を行うという通常のフローを徹

底させることで、開示の要否判断における漏れやミスを回避していくこととなりました。 

また、主要株主の異動及び第三者割当株式の売却に関する開示の要否判断に係る資料（「適時

開示事項一覧」「大株主異動シート」等）につきましては、筆頭株主の異動等が認識しやすいフ

ォーマットに変更する等、当社が開示の要否判断に係る資料についても見直しを行い、委員会で

開示の要否判断を行ううえでの漏れやミスを回避していくこととなりました。 

具体的には、当社が運用しております「情報開示チェックシート」の一部変更を行い、①委員

会に提出された資料名の記入欄の追加、②委員会の確認印欄を追加することにより、委員会にお

いて必ず開示の要否判断に係る資料を用いて検討される体制を構築し、通常のフローを徹底させ

ることで、開示の要否判断における漏れやミスを回避していくこととなりました。 

また、委員会は社内及びグループ会社の情報の収集において、他の機関から一切の制約を受け

ず独立しており、独自の権限において必要に応じて社内及びグループ会社に対し、資料等の提出

を求めることができますが、今後委員会においては、より主体的に資料の提出を求めていくとと

もに、委員会開催時における追加で徴求した資料の状況について、「情報開示チェックシート」

内において記載していくこととなりました。 

主要株主及び筆頭株主の異動に関する開示の要否判断については、「大株主異動シート」を一

部変更することで、主要株主及び筆頭株主の異動の開示の要否判断における漏れやミスを回避し

ていくこととなりました。具体的には、「大株主異動シート」において、表の列を２列追加し、

筆頭株主該当者、及び主要株主該当者を表示することで常に筆頭株主及び主要株主が誰かを判明

する表にすることにより開示の要否判断における漏れやミスを回避していくこととなりました。

なお、当該シートに表示される株主については、基本的には潜在株式を含めた上位３名の大株主

を表示致しますが、株主順位４位以下の株主の中に持株比率が７％以上の株主が存在する場合は、
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表を追加し表記することで、変動しやすい主要株主の異動に係る開示の要否判断における漏れや

ミスを回避していくこととなりました。 

当該シートのメンテナンスのタイミングにつきましては、四半期末にて更新される株主名簿、

臨時株主総会にて更新される株主名簿、EDINET にて大量保有報告書の確認、エクイティファイ

ナンス実施後等、株主に大きな変動を生じるタイミングにおいて更新し、また、月に一度の頻度

で、直近の株主名簿、EDINET に提出された資料等の確認を行い、「大株主異動シート」の更新ミ

スの防止に務めていくこととなりました。 

 

Ⅱ 連結子会社との合併の効力発生日の変更に係る適時開示を行わなかった経緯 

（平成 22 年８月 13 日付「（変更）「連結子会社との合併契約締結に関するお知らせ」の一部変

更に関するお知らせ」に係る経緯書） 

 

１．経緯 

当社は、平成 22 年５月 28 日付「連結子会社との合併契約締結に関するお知らせ」にて、当社

連結子会社株式会社サプリメントサービスを吸収合併することを決定し、同日付で吸収合併契約

を締結した旨についてお知らせいたしました。 

その後、平成 22 年５月 31 日付で連結子会社との合併の効力発生日を変更する旨の決議を行っ

ていたにも拘らず、開示担当者等の関係者が当該情報開示の必要性を認識できず、情報開示を失

念いたしました。 

 

２． 原因 

（規則等の名称については、大阪証券取引所がジャスダック証券取引所と合併し規則等の名称が

変更する以前の名称等が記載されております。） 

本件につきましては、情報取扱責任者及び適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が、情報開

示に対する認識及び知識が不十分であることから【適時開示規則第８条第１項】に該当している

事を認識できず、慎重な確認を怠ってしまったことに起因して発生いたしました。 

当社においては、決定事実を確認するにあたり、通常時であれば、開示事項に係る可能性のあ

る事実を認識した時点で、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が収集した資料をもとに社内

開示検討委員会で開示の要否判断を行います。通常は、万が一適時開示担当部門（広報・ＩＲチ

ーム）において、適時開示事項の確認漏れが発生した場合においても、社内開示検討委員会での

開示要否判断の過程で、当該確認漏れをカバーすることが可能な体制となっております。 

しかし、本件につきましては、決定事実のうち、開示事項一覧に記載されていない事項であり、

注意力不足から「会社情報適時開示の手引き」に記載されている【適時開示規則第８条第１項】

について熟読せず十分な確認を怠ったことで誤った認識をしてしまったことで、当該決定事実が

開示事項に該当する可能性についてことを認識できませんでした。具体的には、【適時開示規則

第８条第１項】の記載内容については、あくまで決定事実として、決定したものについての記載
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であり、当社が平成 22 年５月 28 日「連結子会社との合併契約締結に関するお知らせ」にて記載

した、⑤合併の予定日（効力発生日）については、 平成 22 年７月９日（予定）として開示し

たものはあくまで予定として開示したものであり、予定としていたものを変更した際には、当該

規則に係る適時開示には該当しないといった認識でありました。 

加えて、「JASDAQ 等における上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の特

例」を確認しなかったことから、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が、社内開示検討委員

会召集前にあらかじめ確認作業を行い、適時開示事項に明らかに該当しないと判断したため、適

時開示担当部門が適時開示事項である可能性があるか否かを判断し社内開示検討委員会開催の

要否に係る判断を行う過程において開示の必要はないと判断致しました。 

このため、社内開示検討委員会において、開示の要否判断を行うことができなかったため、本

来のダブルチェック体制が機能せず、【適時開示規則第８条第１項】に係る修正の開示の必要性

の判断ができませんでした。 

当社といたしましては、適時開示担当部門（広報・IR チーム）が、当該決定事実が適時開示

事項であるか否かを判断する材料として、「①適時開示事項一覧」、「②会社情報適時開示の手引

き」「③平成 21 年 7月以降、大阪証券取引所において適時開示の実務上の取扱いの見直しが行わ

れている事項に係る通知」「④JASDAQ 等における上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等

に関する規則の特例」を確実に確認し、適時開示担当部門が適時開示事項である可能性があるか

否かを判断し社内開示検討委員会開催の要否に係る判断を適切に行い、加えて、情報取扱責任者

を含む適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が JASDAQ 等における上場有価証券の発行者の会

社情報の適時開示等に関する規則の特例等について高い遵法意識のもと十分な認識及び知識を

持ったうえで熟読していれば、当該事実が発生した時点において、【適時開示規則第８条第１項】

に係る適時開示事項の把握ができていたと認識いたしました。 

 

３．改善策 

（規則等の名称については、大阪証券取引所がジャスダック証券取引所と合併し規則等の名称が

変更する以前の名称等が記載されております。） 

以上の状況をふまえ、改善策としましては、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が適時開

示事項である可能性があるか否かを判断し社内開示検討委員会開催の要否に係る判断を行う過

程において、「適時開示事項一覧」及び「会社情報適時開示の手引き」並びに「平成 21 年 7 月以

降、大阪証券取引所において適時開示の実務上の取扱いの見直しが行われている事項に係る通

知」に加えて、「JASDAQ 等における上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則

の特例」についても確実に確認することを徹底することといたしました。また、適時開示担当部

門による適時事項の誤認識を防止するための研修を実施することにより、適時開示担当部門が適

時開示事項である可能性があるか否かを判断し社内開示検討委員会開催の要否に係る判断を行

う過程においての漏れやミスを回避していくこととなりました。 

具体的には、以下の２点を対応策として実施していくこととなりました。 
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① 相互チェック体制の強化及び開示要否判断に係る社内開示検討委員会の適切な運用 

決定事実、発生事実に関する開示の要否判断に係る資料（「適時開示事項一覧」「大株主異

動シート」「会社情報適時開示の手引き」「平成 21 年 7 月以降、大阪証券取引所において適時

開示の実務上の取扱いの見直しが行われている事項に係る通知」「上場有価証券の発行者の会

社情報の適時開示等に関する規則」等）のうち、今迄においては、適時開示担当部門（広報・

ＩＲチーム）３名が相互チェックを行うにあたり、適時開示事項一覧のみを確認しておりま

したが、今後は、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）３名が上記資料をもとに該当箇所

について十分な相互チェックを行っていくことといたしました。また、「情報開示チェックシ

ート」において、適時開示担当部門が適時開示事項である可能性があるか否か等の判断を行

った際の適時開示事項の該当事項を記入する項目の追加及び「適時開示事項一覧」及び「会

社情報適時開示の手引き」並びに「平成 21 年 7月以降、大阪証券取引所において適時開示の

実務上の取扱いの見直しが行われている事項に係る通知」並びに「上場有価証券の発行者の

会社情報の適時開示等に関する規則」についてチェックが終わったものから押印していくチ

ェックボックスを記入する項目を追加し当該シートの運用を徹底することで、漏れやミスを

回避していくことといたしました。 

加えて、適時開示担当者のみで適時開示の要否の判断を行ってしまうことで適時開示違反

が発生しない様、以下の運用をおこなうことで、適時開示違反が今後発生しない体制を構築

していくことといたしました。 

具体的には、決定事実、決算に関する適時開示については、手続き上取締役会を必ず経由

することから、今後は、取締役会開催後、付議事項があった場合については、必ず社内開示

検討委員会を開催することといたしました。 

発生事実については、実務上適時開示事項に該当するか否かの判断について適時開示担当

部門が明らかに該当しないと判断してしまった場合、社内開示検討委員会を開催することな

く、結果としてダブルチェック体制が取れず適時開示違反となってしまう可能性が発生して

しまう事態を想定し、当社において比較的頻繁に発生する株式の異動に伴う適時開示事項

（「主要株主の異動」等）に係る、EDINET にて大量保有報告書の確認、株主名簿の更新等、株

主に変動を生じるタイミングにおいても、必ず社内開示検討委員会を開催する施策を講じ、

発生事実においても必ず社内開示検討委員会を開催できる仕組みを構築し、適時開示違反が

今後発生しない体制を構築していくことといたしました（例：「債権の取り立て不能」等の適

時開示項目については、債権の額の大小に拘らず、必ず社内開示検討委員会を開催いたしま

す。）。 

 

 ② 情報取扱責任者及び適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）の情報開示に対する認識及び

知識の向上にむけての施策の実施 

本件については、情報取扱責任者を含む適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）の情報開示に

対する認識及び知識が不十分であることから生じたものであると当社では認識し、当該状況を是
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正するために、当社が定期的に実施しております「社内研修」「社内開示検討委員会の研修」「コ

ンプライアンス研修」に加えて、「会社情報適時開示の手引き」及び「平成 21 年 7月以降、大阪

証券取引所において適時開示の実務上の取扱いの見直しが行われている事項に係る通知」並びに

「JASDAQ 等における上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の特例」につ

いての情報取扱責任者を含む適時開示担当部門の情報開示に対する認識及び知識を向上させる

ため、情報取扱責任者を含む適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）による勉強会を月に一回の

頻度で行うこととなりました。 

 

III 改善措置の実施・運用状況 

 当社においては、前述ⅠⅡのとおり、平成 22 年５月 18 日付「改善状況報告書」にて実施した

適時開示体制等の改善措置に一部不十分な点が認められたため、新たな改善措置を追加いたしま

した。平成 22 年５月 18 日以降におきましては、既存の改善措置に加えて、前述ⅠⅡに記載の新

たに導入した改善措置を実施・運用してまいりました。 

当該改善措置の実施・運用状況は以下の通りであります。 

 なお、本日までに開示すべき適時開示事項等について開示できていない事項はございません。 

 

１． 改善が完了しているもの  

 (1)大量保有報告書のチェック体制の改善   

① 証券代行 WEB システムの「大株主状況調べ」の保有比率確認 

 平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、広報・IR チーム担当者（不在の場合は総務チー

ム担当者）が日次業務として、証券代行 WEB システムにおいて「大株主状況調べ」のチェック業

務を行っております。当該改善措置は、不備なく継続的に運用管理いたしました。 

 なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

②大量保有報告書の届出状況日次観察 

 平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、広報・IR チーム担当者（不在の場合は経理・財

務チーム担当者）が日次業務として、EDINET（金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示

書類に関する電子開示システム）において「大量保有報告書の届出状況」のチェック業務を行っ

ております。当該改善措置は、不備なく継続的に運用管理いたしました。 

 なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

(2)主要株主との連絡体制の強化   

①主要株主宛株式譲渡時の弊社への連絡を要請 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、広報・IR チーム担当者が、主要株主宛に株式譲

渡があった場合、弊社への連絡を要請いたしました。当該改善措置は、不備なく継続的に運用管

理いたしました。 
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 なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

②日次業務フロー 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月までにおいて、主要株主からの株式譲渡に係る連絡有無の

確認を含め、日次業務フローを運用いたしました。また、以下記載「平成 22 年６月 23 日付「経

緯書」にて変更した日次業務フローの内容」にて日次業務フローを一部変更し、当該改善措置を

継続的に運用管理いたしました。 

 なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

・平成 22 年６月 23 日付「経緯書」にて変更した日次業務フローの内容 

主要株主及び筆頭株主の異動に関する開示の要否判断については、「大株主異動シート」を一

部変更することで、主要株主及び筆頭株主の異動の開示の要否判断における漏れやミスを回避し

ていくこととなりました。具体的には、「大株主異動シート」において、表の列を２列追加し、

筆頭株主該当者、及び主要株主該当者を表示することで常に筆頭株主及び主要株主が誰かを判明

する表にすることにより開示の要否判断における漏れやミスを回避していくことといたしまし

た。なお、当該シートに表示される株主については、基本的には潜在株式を含めた上位３名の大

株主を表示致しますが、株主順位４位以下の株主の中に持株比率が７％以上の株主が存在する場

合は、表を追加し表記することで、変動しやすい主要株主の異動に係る開示の要否判断における

漏れやミスを回避していくことといたしました。 

当該シートのメンテナンスのタイミングにつきましては、四半期末にて更新される株主名簿、

臨時株主総会にて更新される株主名簿、EDINET にて大量保有報告書の確認、エクイティファイ

ナンス実施後等、株主に大きな変動を生じるタイミングにおいて更新していくこととなりました。

また、月に一度の頻度で、直近の株主名簿、EDINET に提出された資料等の確認を行い、「大株主

異動シート」の更新ミスの防止に務めていくことといたしました。 

 

(3)情報開示に対する社員の意識向上   

・各種研修会の実施 

 平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、情報取扱責任者と広報・IR チーム担当者が研修

会の企画立案を行い、当該項目についての運用を行っております。 

なお、以下表に記載「④ 社内開示検討委員会の研修Ⅱ」については、平成 22 年８月 13 日付

「（変更）「連結子会社との合併契約締結に関するお知らせ」の一部変更に関するお知らせ」に係

る経緯書にて、新規に運用することとなったものであります。 

当該改善措置は、不備なく継続的に運用管理いたしました。当該項目については、今後も引き

続き運用してまいります。 

研修の実施内容等については以下のとおりであります。 
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・当社が現在実施している研修の内容一覧 

内     容 対   象 一回あたりの 

所要時間 

以前から実施 

／新規に実施 

① 情報取扱責任者

による研修会 
管理本部ﾒﾝﾊﾞｰ 60 分 以前から実施 

② 社内開示検討委

員会の開催 
社内開示検討委員会ﾒﾝﾊﾞｰ 60 分 以前から実施 

③ 社内開示検討委

員会の研修Ⅰ 
社内開示検討委員会ﾒﾝﾊﾞｰ 60 分 以前から実施 

④ 社内開示検討委

員会の研修Ⅱ 
社内開示検討委員会ﾒﾝﾊﾞｰ 60 分 新規に実施 

⑤ コンプライアン

ス研修 
当社役員 60 分 以前から実施 

⑥ コンプライアン

ス研修（専門家） 
当社役員 60 分 以前から実施 

 

内     容 趣     旨 成     果 

① 情報取扱責任者

による研修会 

管理部合同の研修会で、適時開示に係

る基礎知識及び業務遂行能力の向上

を目的として、適時開示全般に関する

知識及び技能を修得していくプログ

ラムを月 1回実施。 

管理本部スタッフが、当該研修によって、適時

開示に係る基礎知識を習得する機会となって

いる。 

② 社内開示検討委

員会の開催 

適時開示全般に係る規則の改正及び

直近の適時開示事項の確認等。 

社内開示検討委員会ﾒﾝﾊﾞｰ全員で適時開示全般

に係る規則の改正及び直近の適時開示事項の

確認を行うことにより、適時開示全般に係る規

則の改正及び直近の適時開示事項の確認等。 

③ 社内開示検討委

員会の研修Ⅰ 

同委員会のメンバーの適時開示全般

に係るリテラシーの向上を目指し、ア

ドバイザリースタッフにおける研修

をはじめとして適時開示に係るあら

ゆるリスクの検証等を行うプログラ

ムを月 1回実施。 

適時開示に係る証券取引所規則、及び当該規則

に関連する金融商品取引法、内閣府令等の変更

等の直近の法的整備状況を同委員会のメンバ

ーが把握できており、適時開示についての理解

が深まっている。 

④ 社内開示検討委

員会の研修Ⅱ 

①「会社情報適時開示の手引き」②「平

成 21 年 7 月以降、大阪証券取引所に

おいて適時開示の実務上の取扱いの

見直しが行われている事項に係る通

知」③「上場有価証券の発行者の会社

情報の適時開示等に関する規則」を

100％理解し習得することだけを趣旨

としたプログラムを月 1回実施。 

①「会社情報適時開示の手引き」②「平成 21

年 7 月以降、大阪証券取引所において適時開示

の実務上の取扱いの見直しが行われている事

項に係る通知」③「上場有価証券の発行者の会

社情報の適時開示等に関する規則」を 100％理

解し習得することに貢献し、適時開示の実現に

貢献している。 

⑤ コンプライアン

ス研修 

経営陣のコンプライアンスに対する

意識及び適切なコーポレート・ガバナ

ンス実現に対する意識をより一層強

化すべく月一度実施。 

経営陣のコンプライアンスに対する意識及び

適切なコーポレート・ガバナンスの実現に貢献

している。 

⑥ コンプライアン

ス研修（専門家） 

月１回のコンプライアンス研修に加

えて経営陣を対象とした外部の専門

家によるコンプライアンス、コーポレ

ート・ガバナンスに関する教育を実

施。 

経営陣のコンプライアンスに対する意識及び

適切なコーポレート・ガバナンスの実現に貢献

している。 
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・研修毎の実施内容 

① 情報取扱責任者による研修【実施時期（平成 22 年５月～平成 22 年 10 月）】 

実 施 日 出 席 者 実 施 概 要 講   師 

平成 22 年５月 21 日

経理・財務チーム 4名

人事・総務チーム 3名

広報・ＩＲチーム 1名

1.体制等の説明 

①平成22年５月18日改善報告書提出の説

明 

②適時開示規定等の変更点の再確認 

③適時開示体制の変更点の説明 

④適時開示フローの変更点の説明 

情報取扱責任者 

平成 22 年６月１日
経理・財務チーム 4名

人事・総務チーム 3名

広報・ＩＲチーム 1名

1.適時開示について（会社情報適時開示の

手引き参照） 

・適時開示が必要となる会社情報 

ⅰ決定事実に関する情報 

ⅱ発生事実に関する情報 

ⅲ決算に関する情報 

ⅳ上場会社のその他の情報 

2.他社事例 

・株式会社くろがね工作所 

（改善報告書、改善状況報告書） 

情報取扱責任者 

平成 22 年７月６日

経理・財務チーム 4名

人事・総務チーム 3名

広報・ＩＲチーム 1名

1.体制等の説明 

①平成 22 年６月 23 日「経緯書」提出の説

明 

②適時開示規定等の変更点の再確認 

③適時開示体制の変更点の説明 

④適時開示フローの変更点の説明 

情報取扱責任者 

平成 22 年８月３日

経理・財務チーム 4名

人事・総務チーム 3名

広報・ＩＲチーム 1名

1.適時開示について（会社情報適時開示の

手引き参照） 

①上場会社に対する自主規制について 

②上場会社の企業行動に関する規範 

③大阪証券取引所への提出書類 

2.他社事例 

・株式会社大水 

（改善報告書、改善状況報告書） 

情報取扱責任者 

平成 22 年９月７日

経理・財務チーム 4名

人事・総務チーム 3名

広報・ＩＲチーム 1名

1.適時開示について（会社情報適時開示の

手引き参照） 

①注意を要する情報開示の事例等 

2.他社事例 

・シンワオックス株式会社 

（改善報告書、改善状況報告書） 

情報取扱責任者 

平成 22 年 10 月５日

経理・財務チーム 4名

人事・総務チーム 3名

広報・ＩＲチーム 1名

1.体制等の説明 

①平成 22 年９月８日「経緯書」提出の説

明 

②適時開示規定等の変更点の再確認 

③適時開示体制の変更点の説明 

④適時開示フローの変更点の説明 

情報取扱責任者 
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② 社内開示検討委員会開催【実施時期（平成 22 年５月～平成 22 年 10 月）】 

実 施 日 出 席 者 実 施 概 要 

平成 22 年５月 21 日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.直近の当社開示資料の内容と今後適時開示の発生する可能性

のある事由の検討、機関決定される予定の議案の確認等 

2.取引所規則等の変更内容・通知等の確認（株主総会議案の議

決結果の公表について 等） 

平成 22 年６月１日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.直近の当社開示資料の内容と今後適時開示の発生する可能性

のある事由の検討、機関決定される予定の議案の確認等 

2.取引所規則等の変更内容・通知等の確認（四半期決算に係る

適時開示の見直し及びＩＦＲＳ任意適用を踏まえた上場制度

整備について 等） 

平成 22 年７月６日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.直近の当社開示資料の内容と今後適時開示の発生する可能性

のある事由の検討、機関決定される予定の議案の確認等 

2.取引所規則等の変更内容・通知等の確認（四半期決算に係る

適時開示の見直しに伴う「四半期決算短信様式・作成要領」

の策定について、ヘラクレス，ＪＡＳＤＡＱ及びＮＥＯの市

場統合に伴う関連諸規則の一部改正等について 等） 

平成 22 年８月３日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.直近の当社開示資料の内容と今後適時開示の発生する可能性

のある事由の検討、機関決定される予定の議案の確認等 

2.取引所規則等の変更内容・通知等の確認（新ＪＡＳＤＡＱ市

場における市場区分の移行措置について、ＩＦＲＳ任意適用等

を踏まえた上場制度整備に係る関連諸規則の一部改正等に伴う

ヘラクレス，ＪＡＳＤＡＱ及びＮＥＯの市場統合諸規則の一部

改正等について 等） 

平成 22 年９月７日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.直近の当社開示資料の内容と今後適時開示の発生する可能性

のある事由の検討、機関決定される予定の議案の確認等 

2.取引所規則等の変更内容・通知等の確認（平成 22 年８月 23

日以降における四半期決算短信（サマリー情報）等の登録に

係るシステム対応及び四半期決算短信（サマリー情報）の作

成等に関するＱ＆Ａについて 等） 

平成 22 年 10 月５日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.直近の当社開示資料の内容と今後適時開示の発生する可能性

のある事由の検討、機関決定される予定の議案の確認等 

2.取引所規則等の変更内容・通知等の確認（新ＪＡＳＤＡＱ市

場における市場区分について、市場統合に伴う IR 入稿システ

ムのリニューアルについて 等） 

 

③ 社内開示検討委員会研修Ⅰ【実施時期（平成 22 年５月～平成 22 年 10 月）】 

実 施 日 出 席 者 実 施 概 要 講   師 

平成 22 年５月 11 日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.株主総会の実務対応 

 定時株主総会に向けての留意点 

2.第三者割当増資に関する開示規制と勧

誘概念 

3.IFRS の任意適用に向けて 

 IFRS 導入と法人税法との関係 

4.M&A と組織再編   

一部移転型の組織再編 

5.会社法実務の主要論点 

 ストック・オプションに関する実務の動

向と諸問題 

外部アドバイザリ

ースタッフ 

（弁護士小林二

郎） 

平成 22 年６月１日 経理・財務チーム 1名 1.上場会社の新しいコーポレート・ガバナ 外部アドバイザリ
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人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

ンス開示と株主総会対応 

2.上場会社のコーポレート・ガバナンスに

関する開示の充実等のための内閣府令

等の改正 

3.独立役員に期待される役割 

 （平成２２年３月３１日・東京証券取引 

所上場制度整備懇談会） 

4.有価証券の売出し・第三者割当等に関す

る開示規制の改正と実務上の留意点   

ースタッフ 

（弁護士小林二

郎） 

平成 22 年７月６日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.平成 22 年定時株主総会終了後の実務 

2.上場会社の新しいコーポレート・ガバナ

ンス開示と株主総会対応 

 内部者取引に対する不正流用理論の適

用とループホール 

外部アドバイザリ

ースタッフ 

（弁護士小林二

郎） 

平成 22 年８月３日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.新株予約権証券の上場制度を利用した

ライツ・イシューの考察 

2.中国法の最新事情 

3.「有価証券の売出し」に係る開示規制の

見直しの概要 

4.平成２２年度税制改正がＭ＆Ａの実務

に与える影響 

外部アドバイザリ

ースタッフ 

（弁護士小林二

郎） 

平成 22 年９月７日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.不適切開示をめぐる株価の下落と損害

賠償責任 

2.平成 21 年度会社法関係重要判例の分析 

3.会社計算規則の一部を改正する省令案

新旧対照条文 

（平成 22 年 7月 30 日・法務省民事局参事

官室） 

4.金融・資本市場の観点から重要と考えら

れる論点 

外部アドバイザリ

ースタッフ 

（弁護士小林二

郎） 

平成 22 年 10 月５日

経理・財務チーム 1名

人事・総務チーム 1名

広報・ＩＲチーム 1名

内部監査室    1 名

情報取扱責任者 

1.金融商品取引法の開示規制上の「勧誘」

の解釈をめぐる現状と課題 

2.公開買付けに係るインサイダー取引の

リスクと未然抑止策 

3.会社が締結したコンサルティング契約

および調査契約について取締役の善管

注意義務違反が争われた事例 

外部アドバイザリ

ースタッフ 

（弁護士小林二

郎） 

 

④ 社内開示検討委員会研修Ⅱ【実施時期（平成 22 年９月～平成 22 年 10 月）】 

実 施 日 出 席 者 実 施 概 要 

平成 22 年 9月 24 日

情報取扱責任者 1

名 

適時開示担当部門 3

名 

以下の内容の読み合わせを行い、内容について理解しているか

否かについての確認を行う。 

1.「会社情報適時開示の手引き」Ｐ5 ～Ｐ102  

2.「平成 21 年 7 月以降、大阪証券取引所において適時開示の実

務上の取扱いの見直しが行われている事項に係る通知」該

当箇所 

3.「上場有価証券の発行者による会社情報 

適時開示等に関する規則」第１章  

平成 22年 10月 29日

情報取扱責任者 1

名 

適時開示担当部門 3

名 

以下の内容の読み合わせを行い、内容について理解しているか

否かについての確認を行う。 

1.「会社情報適時開示の手引き」Ｐ103～Ｐ167  

2.「平成 21 年 7 月以降、大阪証券取引所において適時開示の実
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務上の取扱いの見直しが行われている事項に係る通知」該

当箇所 

3.「上場有価証券の発行者による会社情報 

適時開示等に関する規則」第２章  

 

⑤ コンプライアンス研修(内部)【実施時期（平成 22 年５月～平成 22 年 10 月）】 

実 施 日 参 加 者 実 施 概 要 講   師 

平成 22 年５月 28 日

代表取締役 青木 勝稔 

専務取締役 井上 晃章 

取締役   足立 和重 

１．議決権行使結果の開示義務化への対応 

 －投票集計を中心とした株主総会の直前 

対策 

２．リーガルリスク（会社法・金商法関連） 

（１）独立役員の選任 

（２）上場廃止と有価証券報告書 

（３）株式買取請求権を伴う組織再編行為 

CSR 本部 

平成 22 年６月 25 日

代表取締役 青木 勝稔 

専務取締役 井上 晃章 

取締役   足立 和重 

取締役   清家 秀昭 

１．株主総会における説明義務に関する判例 

（１）説明義務の範囲に関する判決例 

（２）総会運営などに関する質問 

（３）説明を拒絶できる質問例 

（４）説明義務が尽くされたとするケース 

（５）説明義務に関するその他の問題 

CSR 本部 

平成 22 年７月 23 日

代表取締役 青木 勝稔 

専務取締役 井上 晃章 

取締役   足立 和重 

取締役   清家 秀昭 

１．経済産業省「営業秘密管理指針（改訂版） 

の活用法 
CSR 本部 

平成 22 年８月 27 日

代表取締役 青木 勝稔 

専務取締役 井上 晃章 

取締役   足立 和重 

取締役   清家 秀昭 

１．アジア拠点―設立と運営― 

（１）設置、管理上の基本的視点 

（２）中国の知財管理成功の条件 CSR 本部 

平成 22 年９月 24 日

代表取締役 青木 勝稔 

専務取締役 井上 晃章 

取締役   足立 和重 

取締役   清家 秀昭 

１．会社法・金商法最新重要判例 

（１）アパマンＨＤ株主代表訴訟事件 

（２）ライブドア株式機関投資家訴訟控訴 

審判決 

２．刑法から見た企業法務 

CSR 本部 

平成 22年 10月 29日

代表取締役 青木 勝稔 

専務取締役 井上 晃章 

取締役   清家 秀昭 

１．近時の金融庁開示府令・ガイドライン 

（１）改正の概要 

（２）企業が継続的な情報開示を行う場面  

に関連する改正 

（３）企業のＭ＆Ａ・再編に関連する改正 

CSR 本部 

 

⑥ コンプライアンス研修(内部)【実施時期（平成 22 年５月～平成 22 年 10 月）】 

実 施 日 出 席 者 実 施 概 要 講   師 

平成 22 年６月８日

代表取締役 青木 勝稔 

専務取締役 井上 晃章 

取締役   足立 和重 

財務報告・会計的見地から見た企業統

治（コーポレートガバナンス）のあり

方（５） 

内部統制ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

（公認会計士） 

平成 22 年９月７日

代表取締役 青木 勝稔 

専務取締役 井上 晃章 

取締役   足立 和重 

財務報告・会計的見地から見た企業統

治（コーポレートガバナンス）のあり

方（６） 

内部統制ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

（公認会計士） 
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(4)適切な適時開示体制の強化 

 ①適時開示フロー 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、広報・IR チーム担当者は、以下の適時開示フロ

ーを運用いたしました。当該改善措置については、社内開示検討委員会を招集する段階の判断等

において一部不十分な点があったため、運用の一部変更を行う等の改訂を行いながら継続的に運

用管理いたしました。なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

ⅰ） 決定事実に関する適時開示 

取締役会付議議案については、人事・総務チームがとりまとめ、これを適時開示担当部門（広

報・ＩＲチーム）に報告を行い、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）は、社内開示検討委

員会を招集します（適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）は、取締役会開催後、付議事項が

あった場合については、必ず社内開示検討委員会を開催する等の改善措置を追加しておりま

す）。当該付議議案について適時開示事項に該当するか否かを社内開示検討委員会が事前に判

断し、情報取扱責任者に報告します。社内開示検討委員会が開示を必要とした事項については、

取締役会決議後、CSR 担当役員がコンプライアンス上のリスクチェックを行い、適時開示担当

部門（広報・ＩＲチーム）が開示を行います。稟議事項等の取締役会付議議案でない決定事実

についても、人事・総務チームが取りまとめ適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）に報告を

し、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）及び社内開示検討委員会が適時開示の要否を判断

し、必要に応じて開示を行います。 

 

①取締役会の議案の報告
②適時開示情報の要否の報告
③取締役会へ付議
④決議
⑤CSR担当役員のチェック
⑥適時開示

人事・総務チーム

経理・財務チーム

広報・ＩＲチーム
（適時開示担当部門）

代表取締役取締役会

情報取扱責任者

適
時
開
示

①

②

④

③

⑥

CSR担当役員
⑤

社内開示検討委員会
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ⅱ） 発生事実に関する適時開示 

 各事業部及び各部室に関係する重要事実を担当部門長が把握し、重要事実が発生した場合、直

ちに経理・財務チームを経由し、情報取扱責任者（取締役経営管理本部長）に提出いたします。

適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）は事前に発生事実を把握したうえで社内開示検討委員会

を招集します（比較的頻繁に発生する株式の異動に伴う適時開示事項（「主要株主の異動」

等）については、EDINET にて大量保有報告書の確認、株主名簿の更新等、株主に変動を
生じるタイミングにおいても、必ず社内開示検討委員会を開催する等の改善措置を追加し

ております）。社内開示検討委員会が当該事実について適時開示事項に該当するか否かを判断し、

開示が必要な発生事実については CSR 担当役員がコンプライアンス上のリスクチェック後、直ち

に適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が開示を行います。  

また、新株予約権の行使の際には行使前に行使請求書が送付される等の、発生事実において適

時開示の可能性があらかじめ予測可能な性質のものについては、予測可能な時点から、業務フロ

ー上の確認作業を開始することといたします。 

 

①各部門長が把握した情報の提出
②適時開示の要否の判断と報告
③取締役会へ報告
④適時開示情報の伝達
⑤CSR担当役員のチェック
⑥適時開示

人事・総務チーム

経理・財務チーム

広報・ＩＲチーム

（適時開示担当部門）

代表取締役取締役会

情報取扱責任者

適
時
開
示

①

②

④

③

⑥

営業本部

ＣＳＲ本部

CSR担当役員
⑤

社内開示検討委員会

 

 

ⅲ） 決算に関する適時開示 

決算情報については、経理・財務チームがとりまとめ、監査法人等による確認が行われた

後に、情報取扱責任者（取締役経営管理本部長）が記載内容の正確性を確認のうえ、取締役

会に報告する。当該決算情報は取締役会承認後、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）は

事前に決算情報を把握したうえで社内開示検討委員会を招集します（適時開示担当部門（広

報・ＩＲチーム）は、取締役会開催後、付議事項があった場合については、必ず社内開示検

討委員会を開催する等の改善措置を追加しております）。社内開示検討委員会が当該事実につ

いて適時開示事項に該当するか否かを判断し、CSR 担当役員がコンプライアンス上のリスクチ

ェックを行い、直ちに適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）が開示を行います。 
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①決算情報提出
②決算情報内容確認
③決議
④CSR担当役員のチェック
⑤適時開示

人事・総務チーム

経理・財務チーム

広報・ＩＲチーム
（適時開示担当部門）

代表取締役取締役会

情報取扱責任者

適
時
開
示

①

②

③ ④

監査法人

のチェック

CSR担当役員

⑤

社内開示検討委員会

 

 

ⅳ） 子会社に係る決定事実及び発生事実の適時開示 

 当社は、平成 22 年７月 15 日付で、当社を存続会社とし当社の連結子会社である株式会社サプ 

リメントサービスを消滅会社として吸収合併したことにより、子会社を有しないこととなりまし 

た。 

これにより、子会社の適時開示フローについては、今後運用しないこととなりました。 

 

②開示フローの修正を行った際の各部門への示達 

 平成 22 年５月から平成 22 年 11 月においては、開示フロー図の修正を行っていないため、各

部門への示達は行っておりません。 

なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

③決算に係る情報開示チェックシート作成、運用 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、決算に係る情報開示チェックシートの運用を行

っております。当該改善措置は、不備なく継続的に運用管理いたしました。 

なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

④開示フロー監査実施 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、内部監査室担当者による開示フロー監査実施を

行いました。監査結果においては、不備なく継続的に運用管理できていることを確認いたしまし

た。 

なお、当該項目については、今後も引き続き実施してまいります。 

 



 19

⑤社内開示検討委員会の機能及び適時開示フロー等の変更、運用 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、以下記載のとおり、平成 22 年９月８日付「経緯

書」にて社内開示検討委員会の機能及び適時開示フロー等を一部変更し平成 22 年 11 月までにお

いて、不備なく継続的に運用管理できていることを確認いたしました。 

なお、当該項目については、今後も引き続き実施してまいります。 

 

・平成 22 年９月８日付「経緯書」にて変更した社内開示検討委員会の機能及び適時開示フロー

等 

決定事実、発生事実に関する開示の要否判断に係る資料（「適時開示事項一覧」「大株主異動シ

ート」「会社情報適時開示の手引き」「平成 21 年 7 月以降、大阪証券取引所において適時開示の

実務上の取扱いの見直しが行われている事項に係る通知」「上場有価証券の発行者の会社情報の

適時開示等に関する規則」等）のうち、今迄においては、適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）

３名が相互チェックを行うにあたり、適時開示事項一覧のみを確認しておりましたが、今後は、

適時開示担当部門（広報・ＩＲチーム）３名が上記資料をもとに該当箇所について十分な相互チ

ェックを行っていくことといたしました。また、「情報開示チェックシート」において、適時開

示担当部門が適時開示事項である可能性があるか否か等の判断を行った際の適時開示事項の該

当事項を記入する項目の追加及び「適時開示事項一覧」及び「会社情報適時開示の手引き」並び

に「平成 21 年 7月以降、大阪証券取引所において適時開示の実務上の取扱いの見直しが行われ

ている事項に係る通知」並びに「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」

についてチェックが終わったものから押印していくチェックボックスを記入する項目を追加し

当該シートの運用を徹底することで、漏れやミスを回避していくことといたしました。 

加えて、適時開示担当者のみで適時開示の要否の判断を行ってしまうことで適時開示違反が発

生しない様、以下の運用をおこなうことで、適時開示違反が今後発生しない体制を構築していく

ことといたしました。 

具体的には、決定事実、決算に関する適時開示については、手続き上取締役会を必ず経由する

ことから、今後は、取締役会開催後、付議事項があった場合については、必ず社内開示検討委員

会を開催することといたしました。 

発生事実については、実務上適時開示事項に該当するか否かの判断について適時開示担当部門

が明らかに該当しないと判断してしまった場合、社内開示検討委員会を開催することなく、結果

としてダブルチェック体制が取れず適時開示違反となってしまう可能性が発生してしまう事態

を想定し、当社において比較的頻繁に発生する株式の異動に伴う適時開示事項（「主要株主の異

動」等）に係る、EDINET にて大量保有報告書の確認、株主名簿の更新等、株主に変動を生じる

タイミングにおいても、必ず社内開示検討委員会を開催する施策を講じ、発生事実においても必

ず社内開示検討委員会を開催できる仕組みを構築し、適時開示違反が今後発生しない体制を構築

していくことといたしました（例：「債権の取り立て不能」等の適時開示項目については、債権

の額の大小に拘らず、必ず社内開示検討委員会を開催いたします。）。 
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⑥その他（情報取扱責任者の変更に係る適時開示体制等について） 

 平成 22 年 10 月 15 日付で取締役経営管理本部長足立 和重が辞任したことに伴い、井上 晃章

が専務取締役経営管理本部長となりました。当該異動に伴い、情報取扱責任者についても足立か

ら井上に変更いたしました。 

井上は当社役員であり、当社が主要株主である筆頭株主の異動に関する情報開示が遅延した件

に起因する改善報告書を平成 21 年 10 月 30 日に提出し、その後、平成 22 年５月 18 日に当該改

善報告書に記載された改善措置の実施状況について記載した改善状況報告書を提出しているこ

と等も把握しており、加えて当社の適時開示体制について熟知し、当社の改善措置の実施状況及

び運用状況等についても十分に把握していることから、情報取扱責任者が足立から井上に変更し

たことによる、当社の適時開示体制等の社内管理体制の不備は発生していないと当社では認識し

ております。 

 

(5)適時開示業務の標準化   

①適時開示規程の改訂・運用 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、広報・IR チーム担当者が平成 21 年５月１日に

改訂した適時開示規程を運用し、必要があれば適宜改訂しております。当該改善措置は、不備な

く継続的に運用管理いたしました。 

なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

②適時開示報告書の運用（別添資料 参照） 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、広報・IR チーム担当者が、平成 21 年５月１日

に導入した適時開示報告書を運用し、必要があれば適宜改訂しております（平成 22 年９月８日

付でフォーマットの仕様を変更済）。当該改善措置は、不備なく継続的に運用管理いたしました。  

なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

③情報開示チェックシートの運用（別添資料 参照） 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、広報・IR チーム担当者が、平成 21 年５月１日

に導入した情報開示チェックシートを運用し、必要があれば適宜改訂しております（平成 22 年

６月 23 日付及び平成 22 年９月８日付でフォーマットの仕様を変更済）。 

(平成 22 年６月 23 日付の変更内容) 

「情報開示チェックシート」の変更内容といたしましては、①委員会に提出された資料名の記

入欄の追加、②委員会の確認印欄を追加することにより、委員会において必ず開示の要否判断に

係る資料を用いて検討される体制を構築し、通常のフローを徹底させることといたしました。 

(平成 22 年９月８日付の変更内容) 

「情報開示チェックシート」の変更内容といたしましては、適時開示担当部門が適時開示事項

である可能性があるか否かを判断し社内開示検討委員会開催の要否に係る判断を行った際の適
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時開示事項の該当事項を記入する項目の追加及び「適時開示事項一覧」及び「会社情報適時開示

の手引き」並びに「平成 21 年 7 月以降、大阪証券取引所において適時開示の実務上の取扱いの

見直しが行われている事項に係る通知」並びに「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等

に関する規則」についてチェックが終わったものから押印していくチェックボックスを記入する

項目を追加し当該シートの運用を徹底することで、漏れやミスを回避していくこととなりました。 

また、委員会は社内及びグループ会社の情報の収集において、他の機関から一切の制約を受け

ず独立しており、独自の権限において必要に応じて社内及びグループ会社に対し、資料等の提出

を求めることができますが、今後委員会においては、より主体的に資料の提出を求めていくとと

もに、委員会開催時における追加で徴求した資料の状況について、「情報開示チェックシート」

内において記載することいたしました。 

当該改善措置は、不備なく継続的に運用管理いたしました。 

なお、当該項目については、今後も引き続き運用してまいります。 

 

④適時開示事項一覧の運用 

平成 22 年５月から平成 22 年 11 月において、広報・IR チーム担当者が、平成 21 年５月１日

に導入した適時開示事項一覧を運用し、必要があれば適宜改訂しております（平成 22 年６月 23

日付でフォーマットの仕様を変更済）。当該改善措置は、不備なく継続的に運用管理いたしまし

た。 

なお、当該項目については、今後も引き続き運用し、大阪証券取引所の規則改正等により改訂

の必要があれば適宜改訂してまいります。 

 

２．改善措置のうち一部管理徹底に及んでいない事項 

当社がエクイティ・ファイナンスを行うことが必要となった際における割当先選定の基本方針

の改善状況については、平成 21 年５月８日の改善報告書の提出以降、改善措置に記載した改善

策を実施しており、運用状況に変更はありません。 

当該事項についての今までの経緯と今後の対策は以下のとおりであります。 

 （詳細は、平成 22 年 5月 18 日付提出「改善状況報告書」を参照） 

 

※ 割当先選定の基本方針のうち、「長期保有原則」についての今までの経緯と今後の対策 

①株式会社ハンバーストーンを割当先として発行した新株式及び第３回株式会社セイクレスト

新株予約権 

当社が、株式会社ハンバーストーンを割当先として、平成 21 年７月 17 日付で発行いたしまし

た新株式及び第３回株式会社セイクレスト新株予約権につきましては、株式会社ハンバーストー

ンが割当てられた新株式の全てを短期的に譲渡・売却し、当社が平成 21 年５月８日に提出した

改善報告書に記載しております「長期保有の原則」を遵守できていない状況が発生いたしました。 

その後、第３回株式会社セイクレスト新株予約権については、平成 21 年 11 月９日から平成
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22 年２月１日の間に、すべての新株予約権について株式会社ハンバーストーンより個人の株主

の方へ譲渡いたしましたが、譲受者が行使して取得した株式については、譲受者の個人的な資金

理由、及び当社株価下落による損失リスクの回避等を理由として株式が次々と売却されている状

況であります。 

 

②合同会社カナヤマを割当先として発行した新株式及び第４回株式会社セイクレスト新株予約  

 権 

当社が合同会社カナヤマを割当先として、平成22年３月25日付で発行した新株式については、

合同会社カナヤマが発行した新株式のうち全ての株式を短期的に譲渡・売却しており、当社が平

成 21 年５月８日に提出した改善報告書に記載しております「長期保有の原則」を遵守できてい

ない状況が発生いたしました。 

 

③今後の対策 

今後、当社がエクイティファイナンスを検討する上においては、割当先選定における基本方針

の要件として掲げております「長期保有の原則」については、当社の経営状況等を鑑みると、現

状では当該要件を達成できる割当先を選定することは至難の業ではありますが、選定にあたって

は、長期保有を原則として保有する旨を記載した覚書等の書面を提出していただく方針としてお

ります。 

また、割当先選定にあたっては、当社から割当先に対して選定の基本方針について入念な説明

を行いますが、今後、当社がエクイティファイナンスを検討する上においては、当社から割当先

に対して説明を行った際の資料（議事録等）を大阪証券取引所へ提出いたします。 
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